中小企業信用保険法　第2条５項5号（イ）認定条件・必要書類等について
【対象中小企業者】

1.法人の本店登記場所（個人事業者は主たる事業所）が相良村であること（個人事業者で、代表者住所が相良村外で事業所住所が相良村の場合は可）

2.指定業種に属する事業を行っており、最近３か月間の売上高が前年同期の売上高に比べて５％以上減少していること。認定要件は以下の３通り。（時限的な運用緩和が有り：イｰ4～イ～6）
（イ－1）　業種がすべて「指定業種」のとき

最近３ヵ月間の「全体」の売上高が、前年同期比で5％以上減少していること

（イ－2）　主たる業種が「指定業種」のとき

最近３ヵ月間の「主たる業種」の売上高と、「全体」の売上高の、それぞれが前年同期比で5％以上減少していること　（（イ－１）に該当する場合を除く）
（イ－3）　複数の業種があり、「指定業種」もあるとき
最近３ヵ月間の「指定業種」の売上高合計と、「全体」の売上高の、それぞれが前年同期比で全体の5％以上減少していること　（（イ－１）、（イ－２）に該当する場合を除く）
【提出書類】

· 1　認定申請書（（イ－1）～（イ－３）のいずれか）
· 2　月別売上表 
· 3　相良村で事業を行っていることがわかる書類
（法人の場合：履歴事項証明書、個人の場合：確定申告書の写しなど）
· 4　売上高等確認表における最近及び前年3か月間の売上高が分かる資料
　　　（月別売上表、試算表、売上台帳、売上明細書、確定申告書等）
· 5　委任状
（金融機関等による代理申請により提出する場合）
【注意事項・その他】

· 提出した書類は返却いたしませんのでご注意ください。
· 後日、書類の追加提出をお願いする場合があります。

· 書類の不足、指定外業種、その他の諸条件により認定が受けられない場合があります。

· 本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会における金融上の審査があります。
· 業種の産業分類について不明な場合は、「日本標準産業分類(平成25年10月改定版)にて検索してください。
